
金沢市陸上競技協会規約 
 
 

第１章  総  則 
 
第 1 条  本協会は、金沢市陸上競技協会（以下、「本会」という。）と称する。 
第 2 条   本会は、陸上競技を通して、愛好者相互の連帯と資質、競技力の向上を目指 
          すとともに、陸上競技の健全な普及発展を図ることを目的とする。 
第 3 条   本会は、前条の目的達成のため次の事業を行う。 
   （１） 会員の研修、交流及び資質の向上に関すること。 
   （２） 各種大会の開催と各種諸行事に対する支援協力活動に関すること。 
   （３） 石川陸上競技協会との連携を図ること。 
   （４） 会員相互の親睦と融和を図ること。 
   （５） その他本会の目的達成のために必要な事項。 
 

第２章  組  織 
 
第 4 条  本会は、本会の目的に賛同する者をもって構成する。 
 
                 第３章  事 務 局 
 
第 5 条  本会の事務局は、理事長宅に置く。 
 
                 第４章    機  関 
 
第 6 条  本会に次の機関を置く。 
    一、総会 
      二、理事会 
      三、専門委員会 
     尚、総会、理事会、専門委員会の機関（会議）については、過半数（委任状を 
        含む）をもって成立する。 
第 7 条  総会は、会長の招集により、年 1 回開催し、次の事項を審議する。また、必要に 
     応じて臨時総会を開催することができる。理事会は、会長の招集により、理事 
     長が任にあたる。 
     専門委員会は、理事長の招集により、専門委員長が任にあたる。 
   （１） 事業報告及び決算 
   （２） 事業計画及び予算                                   
   （３） 規約の制定及び改正 
   （４） 役員の選出 
   （５） その他必要な事項 



第 8 条  総会は、本会の最高決議機関であり、会員全員で構成する。 
    総会の審議事項（理事会、専門委員会も同様）は、出席者の多数決で決する。 
第 9 条   総会の議長は会長があたる。 
第 10 条  理事会は、理事をもって構成し、各種大会前または必要と認めたときに開催する。 
    構成員は、会長、副会長、理事長、副理事長、理事、専門委員長、会計、事務局長 
    とする。 
第 11 条  専門委員会は、次のとおりとし、必要に応じて開催する。 
    一、総務委員会 
    二、普及強化委員会 
    三、審判競技委員会 
  ２ 専門委員会の事務は次のとおりとする。 
    一、「総務委員会」総会、役員会、理事会、表彰関係、その他の委員会に所属しない事務 
   二、「普及強化委員会」市民への陸上競技啓発、ジュニア強化に係る事務、選手育成、 

県体選手強化、各種選抜選手強化及び派遣、その他必要事項 
三、「審判競技委員会」審判登録、審判研修会の開催、各種競技会の企画立案と実施、 

及び記録の整理、その他必要事項 
 

第５章  役  員 
 
第 12 条  本会に次の役員を置く。 
    一、会   長（1 名）  会長は、本会を代表し、会務を統括する。 
    二、副 会 長（若干名） 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはこれを代理

する。 
    三、理 事 長（1 名）   理事長は、本会の一般業務の運営を掌る。 
    四、副理事長（若干名）    副理事長は、理事長を補佐する。 
    五、理   事（若干名）  理事は、本会の主要事項を企画、立案、審議する。 
     六、専門委員長（3 名）  専門委員長は、本会の事業を遂行するについて専門的事項を

協議する。 
      七、会   計（1 名）   会計は、本会の経理を担当する。 
    八、事務局長  （1 名）   事務局長は、理事長を補佐し、事務全般を統括する。 
    九、監   査（2 名）   監査は、経理を監査する。 
第 13 条 本会の役員選出方法は、次のとおりとする。 
    一、「会長」は、理事会において推挙する。 
    二、「副会長」、「理事長」、「副理事長」、「専門委員長」、「会計」及び「事務局長」 
      については、理事会の同意を得て会長が任命する。 
    三、「理事」は、正副会長、理事長、専門委員長及び事務局長によって会員より選出し、 
      会長が委嘱する。 
    四、「監査」は、理事会において選出し、会長が委嘱する。 
    五、一から四についての役員は、総会の承認により決定される。 
 
 



第 14 条 本会の役員の任期は２ 年とする。ただし、再任は妨げない。 
     ２  補欠又は増員によって選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とす

る。 
第 15 条 役員の解任は、次の各号に該当するときには、理事会の３分の２以上の議決により 
     決定される。 
    一、心身の故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき。 
    二、職務上の義務違反、その他役員に相応しくない行為があると認められるとき。 
第 16 条 本会に、顧問等を置くことができる。 
    名誉顧問、最高顧問、顧問、名誉会長、相談役、常任参与、参与は、理事会の議を経て

会長が委嘱し、諮問に応じる。 
第 17 条 本会の記念事業及び大型事業に対しては、予め役員を先行して選出することが出来

る。但し、総会に於いて決定する。 
 

第６章  会  計 
 
第 18 条 本会の経費は、会費、助成金、補助金、寄付金、事業費及びその他の収入をもって 
     これにあてる。 
       顧 問                １０，０００ 円 
       相談役                 ５，０００ 円 
       常任参与・参与             ２，０００ 円 
       会 長                ４０，０００ 円 
       副会長                １５，０００ 円 
       理事長                 ８，０００ 円 
       副理事長                ４，０００ 円  
       理事、専門委員長、 
       会計、事務局長、監査          ２，０００ 円 
       一般会員                １，０００ 円 
       事業費（一事業当り）        ２００，０００ 円 
第 19 条 本会の会計年度は、毎年１月１日に始まり、１２月３１日までとする。 
 
 
 
 
 
 


